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「生活保護の申請は国民の権利です」  

ためらわずに相談を――厚生労働省がよびかけ 

生活保護を必要とする可能性はどなたにもあるものですので、ためらわ

ずにご相談ください。                       （厚労省H.P.より） 

＊扶養義務者の扶養は保護に優先しますが、例えば、同居していない親族に相談してからでないと申請

できない、ということはありません。 

＊住むところがない人でも申請できます。 

・まずは現在いる場所のお近くの福祉事務所へご相談ください。 

・例えば、施設に入ることに同意することが申請の条件ということはありません。 

＊持ち家がある人でも申請できます。 

・利用しうる資産を活用することは保護の要件ですが、居住用の持ち家について

は、保有が認められる場合があります。まずはご相談ください。 

＊必要な書類が揃っていなくても申請は出来ます。 

・福祉事務所とご相談ください。                        

生活 
保護  

発熱などの症状があるとき 

⇒ かかりつけ医、または、きょうと新型コロナ医療相談センターへ 

電話：075-414-5487（365 日24 時間、府内全域） 

 

活用できます！ 

コロナ対策・支援策 

府内の相談・申請 

窓口一覧 

厚生労働省 新型コロナワクチン相談窓口 

☏ ０１２０－７６１－７７０ （土日・祝日含む）午前９時～午後９時 

医療従事者向け優先接種コールセンター／☎０７５－２１１－７２０１（平日９：３０-１７：００） 

ワクチン接種に不安の

ある方などの相談窓口 



 

〇緊急小口資金（２０万円以内） 無利子・保証人不要 （申し込み 3

月末まで、社会福祉協議会） 

※新型コロナウイルス感染症の影響で収入の減少があれば、対象とな

ります。学生の方も活用できます。 

○総合支援資金（20万円(単身15万円)×3ヶ月＋3ヶ

月の延長が可能）無利子・保証人不要 （申し込み3月末まで、社会福祉協議会） ３月末ま

でに貸付が終了した世帯に３か月再貸付（合計９か月）が可能に！  

※新型コロナウイルスの影響を受けて、収入の減少や失業等により生活に困窮し、日常生活の維持が困難と

なっている世帯が対象 

返済の開始時期を２０２２年３月末まで延長   

※2021 年度（令和３年度）、または、２０２２年度（令和４年度）に住民税が非課税（本人および世帯主）の

場合、返済は免除されます！ 

〇住居確保給付金（1人世帯上限4万円）3月末までに申請された方は12ヶ月まで

延長可能。3月末までに支給が終了した方に３か月間の再支給が可能に！ 
※主たる生計維持者が離職・廃業後 2 年以内である場合、もしくは個人の責任・都合によらず給与等を得る

機会が、離職・廃業と同程度まで減少している場合において、一定の要件を満たした場合 

※留学生の方も対象です。また、大学生で生計維持者として学費や生活費等を自ら賄っていた場合等も対象

となります。 

○国民健康保険料減免 傷病手当金 

新型コロナウイルス感染症の影響により、次の要件を満たす方は、保険料（税）が減免となります。 

① 新型コロナウイルス感染症により、主たる生計維持者が死亡し、又は重篤な傷病を負った世帯の方⇒全

額免除 

② 新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の収入減少が見込まれる世帯の方⇒一部

を減額 

③ 国保でもコロナ特例の傷病手当が支給されます 

※ご自身が減免の対象となるかなど、まずは市町村役場、または共産党の議員にご相談ください。 

〇介護保険料減免  

※世帯の主たる生計維持者の事業収入等の10 分の3 以上減少が見込まれる場合（当該所得の合計額が，400 

万円以下） 対象保険料：2020 年2 月分～2021 年3 月分まで  申請期限：2021 年3 月31 日 

 後期高齢者医療保険料も減免となる場合があります 

〇新型コロナ対応休業支援金 
※中小企業に雇用されている方 2020 年 4 月 1 日から緊急事態宣言が全国で解除された月の翌月まで

に、事業者が休業されたのに賃金（休業手当）を受け取っていない方 

休業前賃金日額の８０％を支給（上限額は 11,000円） 

2020年10月〜12月分・・・締め切り3月31日（水） 

2021 年 1 月〜緊急事態宣言が全国で解除された翌月末分・・・対象期間の末尾から 3 か月

（現状では7月末の予定） 

生活 
支援  

＜相談窓口一覧＞ 



 

※令和２年（2020年）４月～９月分も申請が受け付けられる場合があります（シフト制等の方）。 

※店舗が入居しているショッピングセンターの施設全体が休館し休業となった場合なども対象になります。

アルバイトの学生の方も対象です。雇用保険の被保険者でなくても対象となります。事業者の協力が得ら

れない場合でも申請できます。 

 

※大企業に雇用されている方 下記の期間、大企業に雇用されえるシフト制労働者（労働契約上、労働

日が明確でない方＜シフト制・日々雇用・登録型派遣＞）で事業主が休業させたのに賃金（休業手当）を

受け取っていない方。 

2021年 1月8日以降の休業は休業前賃金の８０％。2020年4月 1日〜6月30日ま

での休業は休業前賃金の６０％を支給。日額上限11,000円。 

受付期間：2月26日（金）〜7月31日（土） 

 

〇営業時間短縮の要請・協力店舗への協力金（緊急事態宣言

解除後の対応） 

  

 

 

要請期間中に廃業や閉店された場合でも、要請に応じて時短営業した日は支給対象になります。緊急事態措置

協力金の受付期限が迫っています。まだの方はお急ぎください！ 

○確定申告（申告・納付期間を4月15日まで延長）にあたって 

 「 持続化給付金は、極めて厳しい経営環境にある事業者の事業継続を支援するため、使途に制約のない資金

を給付するものです。これは、税務上、益金（個人事業者の場合は、総収入金額）に算入されるものですが、損

金（個人事業者の場合は必要経費）の方が多ければ、課税所得は生じず、結果的に法人税・所得税の課税対象

となりません。また、持続化給付金は、資産の譲渡又は役務の提供を行うことの反対給付として事業者が受

けるものではないことから、 消費税の課税対象となりません」 （経済産業省「持続化給付金 Q A 」） 

 緊急事態措置協力金 新型コロナ感染症拡大防止協力金 

期 間 2/8(月)〜2/28(日) 3/1(月)〜3/7(日) 3/8(月)〜3/14(日) 

対象地域 京都府全域 京都府全域 京都市 

要請内容 
午前５時〜午後８時の営業
を要請（酒類の提供は午前
11時〜午後7時） 

午前５時〜午後９時の営業を要
請（酒類の提供は午前11時〜午
後８時） 

午前５時〜午後９時の営業を要
請（酒類の提供は午前11時〜午
後８時） 

協力金額 
1 施設（店舗）につき、時短

営業した日数×6万円 

1施設（店舗）につき、時短営業し

た日数×４万円 

1施設（店舗）につき、時短営業し

た日数×４万円 

受付期間 3月１２日まで 3月15日（月）以降に開始予定 

事業者
支援 

要請内容の問い合わせ 

コールセンター 

（平日／9：00-17：00） 

０７５－４１４－５９０７ 

協力金に関する問い合わせ 
コールセンター 

（平日・土／9：30-17：30） 

０７５－３６５－７７８０ 

NEW 



 

〇緊急事態宣言に伴い、売り上げの減少した中小事業者に対する一時支援金 
① 緊急事態宣言発令地域の飲食店と直接・間接の取引があること 

農業者・漁業者、飲食料品・割りばし・おしぼりなど飲食業に提供される財・サービスの供給者を想定 

② 緊急事態宣言発令地域における不要不急の外出・移動の自粛による直接的な影響を受けたこと 

旅館、土産物屋、観光施設、タクシー事業者等の人流減少の影響を受けた者を想定 

① ②により、本年１月～３月のいずれかの月の売上高が対前年比（または対前々年比）▲５０％以上減少

している法人・最大６０万円、個人事業主・最大３０万円 （３月上旬に、電子申請で受付開始予定） 

※登録承認機関（未発表・3/1現在）による事前確認が必要です。 

〇雇用調整助成金特例措置の延長（2021年４月３０日まで） 

※4月末まで現行の特例措置を継続 日額上限：（一日一人当たり）１５，０００円  

※５月〜6月の特例措置 

①原則的な措置／日額上限：（一日一人当たり）13,500円（助成率9/10(中小企業)) 

  ②感染拡大地域特例・業況特例（全国・特に厳しい企業）／日額上限15,000円（助成率10/10）を維持 

※7月以降は、雇用情勢が大きく悪化しない限り、原則的な措置、特例措置をさらに縮減 

〇事業用家屋・償却資産の固定資産税等を軽減 
※2020 年 2 月～10 月の任意の連続する３か月間の売上高が前年同期間と比較して 30％以上減少してい

る中小事業者及び個人事業主に対し、固定資産税、都市計画税を減免 

・対象資産 事業用家屋：事務所や店舗、工場、不動産賃貸業を営む方が所有する賃貸マンションなど 

・償却資産：事業用に使用している資産のうち法人税や所得税の計算をする際に減価償却をしている資産  

・減免割合：2021 年度の１年度分に限り，次の割合で軽減を適用します。  

・売上減少割合：30％以上50％未満→軽減割合：50％ 売上減少割合：50％以上 100％→軽減割合：100％  

・申告期間：2021 年1 月4 日～2021 年2 月1 日（消印有効）  

（注）緊急事態宣言が再発令されたもとで、2 月 1 日までに間に合わなくても「納税者の置かれた状

況に十分配意して、柔軟に対応する」旨の通知が出されています。 

※特例申告書は認定経営革新等支援機関等による確認（記名・押印）が必要です。取引のある金融機関（ゆ

うちょ銀、ろうきん、ＵＦＪ信託銀を除く）で、手数料無料で認定されます。また、商工会議所での認定も

無料です。  

※日本共産党は、持続化給付金、家賃支援給付金の期限延長と条件緩和、 再給付を求めています。時短営

業を行う飲食店への納入事業者に対し、法人で４０万円、個人事業者には２０万円を上限に支給する一時

金についても、速やかな支給を目指しています。 

 

○学費が払えないとき 
大学等修学支援制度（給付奨学金＋授業料減免） 

※世帯年収３８０万円以下（モデル世帯）が対象。コロナ減収後 の見込

み年収で申請可。 

「家計急変」は随時受付。 

※お問い合わせは各学校、日本学生支援機構へ 

・学校独自の授業料減免が受けられる場合もあります。 

学 生 ・ 
若者へ 
の支援 



 

○奨学金を返せないとき 
返還の減額、猶予制度  日本学生支援機構（奨学金相談センター）０５７０－６６６－３０１ 

※減額…年収３２５万円以下（個人事業主などは所得２２５万円以下） 

※猶予…年収３００万円以下（個人事業主などは所得２００万円以下） 

・コロナでの「家計急変」は減収後の推定年収で申請可 

○生活費が足りないとき 社会福祉協議会 

総合支援資金（単身世帯月１５万円×原則３カ月まで） 

緊急小口資金（上限２０万円） 

※無利子・保証人なし（21年3月まで）の公的貸付制度   

※学生も利用可 

○家賃を払えないとき 社会福祉協議会 

住居確保給付金（家賃3カ月分を給付、最長12カ月） 

※離職・廃業、減収で住居を失う恐れのある方が対象 

※親から支援を受けていない自宅外の学生も。留学生も対象です。 

○年金保険料を払えないとき 
学生納付特例制度（納付猶予） 

※自身の収入が年１１８万円以下の学生が対象 

※コロナ減収の場合は所得見込みで申請可 

○医療費を払えないとき 
全国に無料・低額診療の医療機関があります 

※「保険証がない」「お金がない」方もご相談ください 

○お仕事の困りごと 
失業、解雇、休業補償などの相談窓口 

※全労連 労働相談ホットライン ０１２０－３７８－０６０ 

 新型コロナ対応休業支援金（生活支援の項目を参照） 

〇新型コロナ対応休業支援金（再掲） 

（10～12 月分の申請は３月末までに。2 月末までの分も対象。適用される期間は緊急事態宣

言が全国で解除された月の翌月末まで延長予定です） 

  ※主に以下の条件に当てはまる方に、休業前賃金の８割（日額上限11,000円）を、休業実績に応じて支給。 

※店舗が入居しているショッピングセンターの施設全体が休館し休業となった場合なども対象になります。

シフト制、短時間休業、日々雇用、登録型派遣の方も雇用実態により対象となります。アルバイトの学生

の方も対象です。雇用保険の被保険者でなくても対象となります。事業者の協力が得られない場合でも申

請できます。 

 



 

掲載情報：日本共産党 京都市会議員団・京都府会議員団調べ 


